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あしたの隣保館検討委員会 報告書 

 

はじめに 
本検討委員会は、隣保館活動や全隣協組織運営の現状を踏まえ、全隣協の組織内だ

けではなく外部からの率直な意見も受けることとし、隣保館活動の活性化への方途と、

それを進めるための全隣協活動の今後のあり方について検討することを目的に設置

されました。 
参加した委員は、同和行政への逆風が吹く中での限られた期間でありましたが、隣

保館活動の現状を直視しながら、あしたの隣保館像を求めて熱心な論議をすると共に、

今後の人権行政の中で隣保館が果たす役割について、夢を語り、そしてその具体化の

ための第一歩を提起するために知恵を絞り合いました。 
全国の隣保館の活動内容は、置かれている状況やさまざまな要因よって千差万別で

あり、マニュアルを提起することで問題が解決するものでもなく、各館においては、

これらの報告の方向性の柱を基本として、地域の特色を活かす創意工夫や多様性を発

揮しながら、是非具体化してほしい提起であることを理解していただきたいと思いま

す。 
隣保館活動を取り巻く現実は、人員や予算の削減が確実に進行しており、それに伴

う事業の後退を危惧するところでありますが、そのことをいくら愚痴ってもぼやいて

も問題の解決にはなりません。館活動への協働の仲間を増やしていくために、どのよ

うに工夫をしていくか、そのために今の館活動から一歩をどのように踏み出すかを、

この報告内容を基に検討・議論していただきたいと願っています。 
本報告内容は、全隣協組織内部（ブロック別学習会等）で広く検討・論議されるこ

とになっており、全国の隣保館職員の熱意と努力そして勇気によって、これからの隣

保館活動が広く【福祉と人権のまちづくり】の拠点施設として、地域社会に受け入れ

られ、差別の撤廃と人権の確立に向けた日本の人権政策を創造することにつながるこ

とを期待する次第であります。 

 
 

１． 検討委員会設置の趣旨 
1971 年（昭和 46）２月に全隣協が結成され、本年で 36 年目を迎えます。この間、

同和問題の完全解決をはじめ、「福祉と人権のまちづくり」に向けた全隣協の取組

は、内外ともに一定の評価を得るとともに、今後さらなる飛躍が期待されていると

ころであります。 
一方、「特別法」失効に相前後して、市町村合併や三位一体の改革の推進、公的

施設の指定管理者制度の導入をはじめ、行政改革の急激な流れは今後の隣保館活動

や全隣協組織そのものを左右しかねない状況に至っていると言えます。 
この難局を乗り越え展望を見出すには、特別対策時代を前提とした隣保館活動や

全隣協の組織運営から新たなスタートを切り、現状を直視し中長期の展望を射程に

入れた今後のあり方を検討していくことが緊急の課題であります。 

 



以上の認識に立ち、会長の私的諮問機関として、全隣協関係者をはじめ隣保館行

政に深く関わりのある各界から検討委員を招聘し、「あしたの隣保館検討委員会」

を設置しました。 
 
＜検討の内容＞                                資料① 
【主要検討課題】 
○隣保館活動の活性化に向けた諸方策 
○隣保館活動のナショナルセンターとしての全隣協の役割（法人化の是非） 

【関連検討課題】 
●財政基盤安定の諸方策 
●全隣協主催、厚労省・関係府県後援の研修システムの再構築 
●指定管理者制度の具体的方策 など 

 
 

２． 主な検討項目と日程等 
  本検討委員会は、上記の＜趣旨＞＜検討課題＞に応えるべく、次のような検討

内容と外部委員からのプレゼンテーションを受けながら、検討を進めました。 
 

＜内容＞ 
① 今日の隣保館を取り巻く状況 
② 今後のめざすべき方向と現場での課題 
③ 全隣協をはじめ関係機関・団体等のこれからの隣保館運営への対応 
④ 全隣協の今後の役割・任務とその具体策の検討 

・全国ネットワーク、全隣協の法人化について 
・研修のあり方 
・厚生行政と隣保館、地域・地方の人権同和行政 
・人権啓発センターと隣保館活動 
 
 

＜日程＞ 
 開催期日 開催場所 

第 1回 2006 年 ８月 ３日(木) 東京都：財団法人人権教育啓発推進センター

第2回 2006 年 ９月 ６日(水) 東京都：財団法人人権教育啓発推進センター

第3回 2006 年 10 月 17 日(火) 大阪府：大阪市立日之出人権文化センター 

第 4回 2006 年 11 月 27 日(月) 大阪府：大阪市立日之出人権文化センター 

第 5回 2006 年 12 月 22 日(金) 東京都：財団法人人権教育啓発推進センター

 
 
 
 
 
 

 



＜外部委員からの問題提起＞ 
①隣保館と指定管理者制度 

＊中川幾郎委員／帝塚山大学大学院法政策研究科教授 
②人権・同和行政推進の今後について「ソーシャルインクルージョンと人権政策」 

    ＊水口好久委員／人権文化を育てる会事務局長 
 ③人権啓発の視点から全隣協への期待 
    ＊佐藤誠委員／(財)人権教育啓発推進センター業務課長（ｹﾞｽﾄｽﾋﾟｰｶｰ） 
 ④隣保館の評価システムと、これからの隣保館 
    ＊大北規句雄委員／部落解放同盟中央本部中央生活対策委員 
⑤県行政からの今後の隣保館のあり方 
   ＊中川利雄委員／奈良県人権施策課長（全国人権同和行政促進協議会） 

 
 各委員からの提起は、それぞれの所属組織の問題意識や現状認識に違いはあるも

のの、隣保館の現状についての厳しい意見や、今後の方向性として参考にすべき事

柄を含んだ多様な提起を受けることが出来ました。今後の隣保館事業や全隣協活動

を展開する上で、引き続き連携を深めて協働の取組を具体化するようにしたいと考

えます。 
  なお、報告の概要については、全隣協のホームページに掲載しておりますので参

照してください。また、後日になりますが、報告の詳細については冊子として各館

に配布を予定しています。 
 
 

３． 隣保館をとりまく社会状況の大きな変化 

（１）各種実態調査から見えてくるもの 

あしたの隣保館像を考えるためにも、隣保館の全国的な状況についての把握が

必要とされるところであります。このことについては、厚生労働省が 2004(平成

16)年３月に「隣保館運営実態調査」と「隣保館運営実態調査行政データ」の調

査報告を行っているのと、全隣協が行なった「全国隣保館実態調査」の報告書並

びに提言を 2005(平成 17)年７月に出しているので参照してください。また、市

町村合併と隣保館事業の関係については「市町村合併等アンケート調査」の報告

書を 2006(平成 18)年９月に全隣協で発行しています。         資料② 

 
なお、全隣協の第 36 回総会文書の事業計画（2006 年 5 月 24 日開催）の中で、

隣保館を取りまく状況を詳しく記載しておりますので、再度確認してください。 

               資料③ 
 

（２）懸念される事態の進行 

本検討委員会で、委員から特に問題提起された事案の中で、全隣協各ブロック

が把握し、また、一部の自治体で具体的に導入され館の管理運営上懸念される事

態として、次のような状況が強まってきています。 
 

 



①館運営への対応 
    ・指定管理者制度の導入実施や導入への検討 
    ・隣保館の廃止(首長の姿勢)や設置目的の変更(公民館への転換など) 
    ・一般的な人権施設への移行(同和行政の後退と人権啓発の抽象的取組) 
     
   ②職員配置をめぐる動向 
    ・施設の統廃合にともなう職員の集中配置体制への移行 
    ・館長の嘱託化など、非正規職員への移行とその増加 
 
   ③財政面等での状況 
    ・公設置公営の継続と財源確保の不安定（補助金の今後の動向） 
    ・事業費の削減 
    ・研修機会の削減（旅費の削減） 

 
   そして、特に飛鳥会問題以降の同和行政に関わる一連の事件の影響は、今後

の隣保館運営においても少なからず波及してくるとの共通認識となりました。 
 
（３）今の隣保館に求められる運営上の課題 

 
   ①事業の見直しが求められるもの 
    ・館の取組のマンネリ化(前例踏襲での事業消化) 
    ・市民のニーズ収集の必要性 
    ・地域に密着したサポート(支援)体制の必要性が再浮上 
    ・実態把握の必要性 
    ・職員の意識変革、資質の向上 
 
   ②今後の取組に求められるもの(全隣協としても) 
    ・隣保館の評価を住民ができるように(事業評価システム) 
    ・隣保館の新たなイメージの創造（新隣保館の事業創造） 
    ・情報の共有化(全国の隣保館の取組、講師の選定など) 
    ・ソーシャルインクルージョンの地域版の具体化 
    ・指定管理者制度と隣保館事業の整理 
    ・人材育成(地域コミュニテイ活動と交流促進を担う) 
    ・少数点在地域での隣保館活動への支援 
 
   ③県隣協や全隣協ブロック活動での懸案事項 
    ・事務局体制の確立 
    ・分担金や研修費用の精査 
    ・ブロック研修会のあり方 
    ・設置市町村の隣保館事業の今後の方向性をまとめる必要性 
 
 
 

 



以上が提起された主な事項です。これらのことは、従来も組織内や研修会で提

言・指摘のあった事項ですが、改めて本委員会での意見集約においても課題とな

りました。これらは早急な対応策が求められている事案として、再確認が必要で

す。 
さらに本検討委員会では、『これらの一連の状況は、これまでの隣保館事業を

そのまま継続しようとする“守りの発想”ではまさに危機的な事態といえるが、

この状況であるからこそ、これまでの活動のスタイルを打破するチャンスでもあ

る。今こそ自由な発想で「あしたの隣保館」を考える土俵が作られてきていると

受け止めて、大胆な事業の見直しと新しい発想で２１世紀の隣保館の活動スタイ

ルを構想する必要がある』ということが、強く訴えられました。 
すなわち、このように新たな活動スタイルへの移行を提起することは、これま

での館活動を全面否定するものではなく、この 30 数年間の「特別法」時代に、

部落差別の撤廃に向け隣保館が果たした大きな役割と成果を踏まえながら、他方

で「地域限定」や「地域主導」で進められてきた運営手法を、「今日的な地域状

況に合わせて変革を図る好機である」との提起であると理解していただきたいの

です。 

   そして、隣保館の新しい航路を切り開く時に、参考となるチャート（海図）と

して、次のことを参考にしてください。 

 

ソーシャルインクルージョンを推進する隣保館・全隣協活動の展開 

 
    2000（平成 12）年 12 月に出された「社会的な援護を要する人々に対する社

会福祉のあり方に関する検討会報告書」（旧厚生省社会・援護局）については、

これまでも全隣協内での研修会等でその視点を学び、内々にはそれらの実践が

これまでの隣保館活動の中で実践されていたことを確認してきたが、まだまだ

現場では充分に浸透したとはいえない状況にあります。 

    従来の社会福祉は主たる対象を「貧困」としていましたが、現代においては

「心身の障害・不安」「社会的排除や摩擦」「社会的孤立や孤独」といった問題

が重複・複合化しており、こうした新しい座標軸にあわせて検討することが必

要とされ、そのために【社会福祉の基礎構造改革】が進められ、地域福祉計画

づくりが提唱されています。 

    そこでは、地域福祉の取組による地域社会における「つながり」の再構築が

めざされており、この視点こそ、今後の隣保館について構想する際に新しい発

想で大胆に対応していくことになり、その実践においては、これまでの活動の

蓄積がある隣保館だからこそ、新たに構築しやすいと考えられます。 

     

    詳しくは、資料④の炭谷氏の講演録で確認ください。とりわけ現場の隣保館

や関係諸組織との連携においても、ソーシャルインクルージョンの視点を踏ま

えて対応することが重要であることを再確認しておきたいと思います。 

資料④ 

 

 

 

 



それでは、検討委員会での論議を踏まえて、諮問項目に対して今後の取組の方向

性を紹介することにいたします。これからの隣保館活動の各レベルでの事業計画の

中に組み入れ、具体化されることを希望します。 
 

４． 諮問事項１ －隣保館活動の活性化のために－ 

（１）地域の実態把握の工夫を全国の隣保館で【考え、発見する隣保館】 

   元来、隣保館とはどのようなものであったのでしょうか。隣保館の歴史を見る

と、同和対策以前からセッツルメント事業などと呼ばれて、貧困問題や大規模災

害などの社会的、地域的課題にその地域で共に問題解決に対応する活動として行

われてきました。1965(昭和 40)年の「同対審」答申では同和問題の解決に向けた

地域のコミュニティーセンターとして、本格的設置が提起されました。 

   従って、その活動の原点としては、地域課題の把握ということであります。 

 
① 地域内外の共通の接点を見つける視点 

今日、これまでの社会保障制度は大きな変革に直面しており、介護保険制度

の見直しや、障害者自立支援法による「応益負担｣の導入、生活保護制度の見

直し、そして年金や医療など、セーフティーネットといわれてきた諸制度が大

きく変わろうとしています。生活のさまざまな面での格差の拡大、そして自治

体の財政状況等によって地域格差も大きく広がってきています。 
 

これまでの隣保館では、このような状態がどのように地区住民に影響を及ぼ

し、そしてどのような対応が必要かを中心に議論を深めてきましたが、それら

は同和対策特別措置に基づく発想の下に行ってきたものであります。今日、そ

れだけでは特別対策を想起する対応になってしまい、「もっと苦しい人も地区

外に居る」という提起との整合性が弱くなってしまいます。 
今日の隣保館は、地区内はもとより、その他においても同様の社会的援護を

必要とする人々との「共通の接点を見つけていく」「協働の対応を進める」と

いう視点での事業展開が求められているのです。 
そのことを通じて、地区内外の新しい関係づくりに取り組むことが可能とな

り、これまで隣保館が行なってきた総合相談窓口としてのノウハウが一層役立

つことにもなると考えます。 
 

② 創意工夫で差別の現実を照射する実態把握を 
隣保館の基本事業の１つとして｢調査・研究事業｣があり、それぞれの館活動

においては地域の状況を把握しながら事業展開を行なっていますが、その機能

を組織的・体系的に発揮することで地域課題の発見に役立てる作業については、

ごく限られている現状であります。 
昨今、一部の行政書士等が戸籍などの不正取得をおこない、被差別部落出身

であるかどうかを水面下で本人の知らない所で調査していることが明らかに

なりました。また、結婚等で被差別部落出身でないことを証明するために、戸

籍を先方に提出している現実も存在しています。その背景には、地区内からの

一定の経済力を持った人々が転出し、他方で、経済的に困窮している人々が地

 



区内に流入してくるといった、今日の同和地区における社会的経済的な人口流

動があります。 
隣保館がおこなう地域の生活実態の把握は、これまでの同和対策の効果測定

の面と、｢社会的な課題｣を発見する取組や、関係諸機関とのネットワークを通

じた新たな人権施策の提案など、今後の部落問題の解決に資する取組を検証す

る（人権侵害救済の法的措置も含めて）上でも、必要不可欠な課題であります。 
 

近畿大学教授の奥田氏は、全隣協リーダー養成講座で、差別の現実をどのよ 
うに認識するかについて、実態把握の重要性を指摘するとともに、『「量的調査」

だけでなく、むしろ隣保館が創意工夫をして聞き取り調査や、更には色々なデ

ータで差別の実態を明らかにする（例えば土地差別など）ことができないだろ

うか。このような視点で知恵を絞っていけば、差別の現実を浮き彫りにするこ

とは十分可能ではないか』との提起や、「考える・発見する隣保館行政」への

期待と、職員もそのような問題意識を持って物事に対応する視点や発想が大切

であることを提起されています。                 資料⑤ 
 

勿論そのためにも、地域住民に信頼され、必要とされる隣保館（職員）にな

ることが求められてきます。またそれなくして、隣保館の存在意義はないので

はないでしょうか。 
 

③ 実態の把握による人権政策の提起(人権のまちづくり)の方向へ 
相談活動を通じた地域課題「発見」の重要性が指摘されている中で、隣保館

として相談待ちではなく、積極的に地域に出向き（アウトリーチ活動）、たっ

た一人の課題であってもそれを重視するなど、課題の発見と生活自立支援に向

けたアプローチが求められています。また、地域の人々が自らの手でまちづく

りにおける課題の解決を果たすことができるよう、地域の人々が出会う機会を

コーディネートするなどの「つなぐ機能」も必要となっています。 
例えば、同和地区の高齢化率や一人暮らし高齢者比率の進捗状況は、周辺地

域よりも一層進行している傾向があり、これらの地区の状況を地域社会の先行

事例として捉えることができます。そして、周辺地域を含めた共通の対応策に

どのように一般施策を活用したり、課題によっては関係機関との新たな協働の

取組を人権擁護の視点から模索したりするなど、隣保館からの提起（仕掛け役）

が必要となっています。 
「特別法」が期限切れを迎えたことは、他面では同和対策「特別措置」の枠

が取れたことでもあります。自由な発想の下で、地域社会における隣保館の役

割として、例えば地域における福祉を通じたまちづくりをどのように進めるの

かといった視点は、今全国で取組が進められている「地域福祉計画」づくりそ

のものであり、これまで隣保館が地区内で進めてきた取組の地域版でもありま

す。 
隣保館が住民との対話を通じて、地域社会における部落問題や人権意識の変

化、そして今日の新たな住民のつながりづくりの課題などを把握し、そのこと

を踏まえた住民による｢福祉と人権のまちづくり｣が求められているのです。 
このような取組を進めるためにも、隣保館は主体的に地域データを把握する

ことが求められます。 

 



地域データづくりの一例 

①人口構造 
・高齢者人口（高齢化率） 

 ・ひとり暮らし高齢者の状況 
 ・要支援世帯（母子・父子・高齢世帯・障害者）の把握 
 ・人口動態（５年から１０年単位の人口変化） 
②介護保険に関わって 
 ・要支援、要介護者人口把握 
 ・特定高齢者 

 ③隣保館基本事業の実績と課題 
 ・相談事業の傾向(ここ数年間でどのような傾向があるのか) 
 ・関係機関との連携の記録 
 ・啓発・広報計画 
 ・講習講座事業の内容と実績（講演会等は講師名や、講演内容） 
④地域福祉事業 
 ・民生委員等との情報交換と課題の共有化 
 ・ボランティア組織とのネットワーク状況 
 ・災害想定時の災害弱者の救済や支援策の検討 
⑤地域の歴史の研究、史料収集 

 
これらは、同和地区（旧同和対策事業対象地域）だけでなく、現在の隣保館

の事業対象地域についても、館の方からさまざまなネットワークを通じてデー

タを把握することが必要であると言えます。どのようにして実態を把握するか

を検討することを通じて、地域のつながりや、本当に必要なデータづくり（発

見）がなされるものと考えます。 
 

（２）関係諸機関・団体との連携事業の活性化 【つながる隣保館】 

 
① 社会福祉協議会などとの事業面での連携の強化 

今日では、福祉の課題が人権課題と不可分なものとなっていることを踏まえ

て、福祉の取組を通じて、地域社会の人権課題に対応する人々とのつながりを

つくることが求められています。 
それらの活動の拠点の一つとして積極的に活用されるよう、隣保館が社会福

祉協議会や地域の福祉団体、ＮＰＯなどの自主的な団体との連携した事業展開

が必要となっています。隣保館は地域密着型の施設であり、「呼び掛けを待つ

のではなく、地域の重要な一員として館の方から呼び掛けや取組の旗振り役を

担う」連携の仕掛けづくりをするため、その職務への自覚とアンテナを高くし

た情報収集を積極的に進めることが肝要です。 
 

② 地域包括支援センターとの情報交換 
2006(平成 18)年４月から、高齢者の生活を総合的に支えていくための拠点と

して、保健師・社会福祉士・主任ケアマネージャーが中心となって、介護保険

 



での要支援１・２の認定を受けた人の予防介護に関するマネジメントをする機

関として、ほぼ中学校区単位に地域包括支援センターが設置され活動していま

す。 

隣保館としては、校区や地域コミュニティーで生活支援を要する高齢者、障

害者、子ども、女性等との新たな関係づくりを図るため、この地域包括支援セ

ンターとの情報交換や連携を通じて対応することが必要です。 

この場合にも、積極的に関係づくりをおこない、社会的援護を要する高齢者

等にとって制度が素通りすることがないように、隣保館がイニシアチブを取り

ながら、関係各課との役割分担や連携をしていくという自覚と姿勢が必要とな

ってきます。 
 

③ 館運営委員会の設置と活性化 
周辺地域を含めたより広範な隣保館の事業展開をおこなうためには、隣保館

の運営委員会（又は運営協議会）等の組織化が重要となってきます。また、こ

の組織の設置態様や開催状況も、全国的にはバラツキがあります。 
館長の諮問機関として、多方面からの館運営への助言や協力を得るために、

未設置の館では早急な組織化が求められています。また、周辺地域の関係諸団

体や機関の参加を得た新しい組織構成により、隣保館が進める「福祉と人権の

まちづくり」をめざして、情報交換と協働の場づくりとしての機能を持つ運営

委員会としての活動が期待されています。そのためには、交流などを通じた機

能全体の底上げも必要とされ、運営委員会メンバーの研修会への参加対象枠の

拡大なども課題となっています。 
 

（３） 地域の自主活動の支援とコミュニティーづくり【支える隣保館】 

 
① 隣保館の自主性の確立を 

これまでの館運営では、隣保館関係者はさまざまな地域実態に対して、行政

責任を踏まえ地域の諸課題に積極的に対応してきました。しかし、一部の所で

は、ややもするとそのことが結果として当事者の主体性を「衰退」させ、隣保

館が代行して取組を行なってきた側面も否めない状況を作り出してきました。 
地域の自主的活動である解放運動との連携の重要さを理解しながらも、地域

の運動団体との関係において、本来あるべき相互批判や緊張感が薄れ惰性に流

されたり、地元団体が分立している場合には、運動団体関係のバランスを眺め

ることでしか対応できないような場面も存在したのではないでしょうか。 
今後の館運営において、これまでのような状況が続く限り、隣保館活動を主

体的に行うことは困難と考えます。地域課題を踏まえ、その解決を共に担う活

動づくり（協働のシステムづくり）に踏み出すことが、今後は一層重要になっ

てくるのです。協働のシステムは、例えば継続的相談援助事業などでは、ケー

ス会議等での情報の共有化と役割の分担をして事案に対処する中で、それぞれ

の機能にもとづいた活動と当事者の動きが出てくるものであり、最初から一定

の形をつくれば機能するというものでもありません。 
 
 

 



② 開かれたコミュニティーセンターとして 
隣保館の事業対象地域の規模（大規模な都市地域から少数点在地区を含む過

疎地域など）や地域のまちづくり組織の存在の有無など、隣保館が取り組む地

域環境は、非常に多種多様となっています。 
また、「特別措置法｣時代の事業展開の影響もあって、周辺地域住民に受け止

められている隣保館のイメージは、「同和地区の施設である」といったものが

まだまだ根強く存在しています。部落差別を撤廃するためには、地域社会にお

ける人々の関係性の変革が大きな課題であり、その意味においても隣保館活動

を地域社会の中で新たに再構築することが全国の隣保館においても求められ

ています。 
隣保館が、福祉と人権のまちづくりをすすめる地域社会の諸団体との積極的

な「つながりづくり」や活動の拠点として機能することによって、開かれた地

域のコミュニティーセンターとしての役割や地域の自主活動の支援が果たさ

れることになるのであり、そのためにも隣保館の運営指針として確認されるこ

とが必要です。 
 

③ 隣保館が設置された願いや期待を再確認する 
隣保館活動を検証するためにも、全国のすべての館で隣保館が設置された背

景や歴史について再確認することが重要です。それぞれの歴史や原点を振り返

る営みを通して、今後の隣保館の役割を明らかにする作業につなげていくこと

が求められています。 
それぞれの隣保館の設置時期は異なりますが、例えば、設置に向けた諸取組

や当時の願い、自治体の努力、そして歴代館長・職員の取組を「隣保館創立記

念の日」などを設けて、今日の新たな社会状況の下で、館がどのような取組を

必要とされているのかを共通理解する機会を持つようにしましょう。 
そのためには、大阪で始まった館活動の自己評価システムの活用や、館活動

への外部からの評価（地元は勿論、地区外の利用者からも）についても検討を

おこなうことが要請されています。 
 

（４）積極的な館事業の情報発信と交流を 【多様性のある隣保館】 

 
① 館だよりの定期発行と館活動のＰＲ 

現在、全国の８割ほどの隣保館で、館だよりの発行を行なっています。その

配布状況は、同和地区内や周辺地域を含むもの、小学校区や中学校区を対象と

するもの、そしてまた当該自治体全域など、館のさまざまな状況によってその

発行形態（回数・部数・印刷様式など）は多様です。 
隣保館活動についてより広い認識を得るためには、館だよりの発行や市町村

広報誌での掲載など多種多様な情報発信が必要となっています。全隣協が実施

している「全国館だよりコンテスト」の入賞作品等を参考に、一層の研鑽と館

活動の積極的な情報発信を行ないましょう。 
 

② 館活動や府県隣協の情報を、全隣協ホームページに掲載を 
全隣協加盟館数は約９７０館で、全国の同和地区のおよそ２千数百地域に対

 



応していると考えられます。また、隣保館のない地域には「特別法」の期間中

に約１８００ヶ所の教育集会所が設置運営されてきました。 
個々の隣保館の事業や府県隣協の事業について、全隣協が集約して、それら

の情報を全隣協ホームページに掲載し交流すると共に、多くの人々に知っても

らうことが館活動への一層の認識につながることになります。 
これまでは、全隣協｢情報誌｣を通じての隣保館のイベントや地域の課題、そ

して、全国に提起したい同和問題をはじめとした人権に関する事柄などについ

ても、組織内部だけに限られていました。今後は、全国の隣保館や職員が、全

国の人々に向けて情報発信することができるよう、全隣協ホームページでのネ

ットワークをつくっていくことが必要です。 
具体的には、各館での講演会やイベント実施とその内容の紹介などや、地域

視察をおこなったレポートの紹介、そしてまた地元の物産や文化活動の紹介な

ども掲載することができるのではないかと考えます。 
なお、その方法や一定の基準づくりなどについては、別途検討が行なわれる

ことが必要です。 
 

③ 多様性を踏まえた隣保館活動を 
公設置公営の管理運営の中で、隣保館活動が自治体業務として形式化された

ものとなり、隣保館が本来持っている、地域のさまざまな要因を背景とした多

様で柔軟な地域活動の拠点としての役割が、反面で硬直化してきたことも否め

ません。しかも、今日の自治体が直面している財政危機や三位一体改革の状況

の下で、本来の問題解決に向けた多様性や創造性のある地域の営みに対して、

公的施設であるという性格によって画一的な制度への移行などが提起され始

めています。 
隣保館とは、基本原則は確認しながらも、地域性や歴史性などを踏まえて、

柔軟で多様な取組が求められる施設であり、本検討委員会においてもそのよう

な違いが存在することを前提としており、隣保館活動がかくあるべきという

「平均像」は存在しないし、求めるものではないと考えるところです。今日の

隣保館を取り巻く社会の変化と、どのような活動が可能となっているかを積極

的に論議することを奨励する環境づくりを要請します。 
 

（５）新たな「公」による隣保館運営の検討と具体化 【新たな隣保館】 

 
① 新たな「公」の登場 

隣保館の管理運営体制については、以前より「公設置公営」か「公設置民営」

かについて、全隣協研修会などで論議が行われてきた歴史があります。それぞ

れに「同和問題の解決にとって」や「地域住民にとって」の館運営がどのよう

に行なわれることが望ましいかに視点を当てた提起でありましたが、「公設置

公営｣が基本的なものとなり、同和問題の公的な責務を担って事業を展開する

こととなりました。 
しかし、昨今では、公営で行うことに伴うマイナス面の指摘も多く出される

ようになってきています。人事異動が短期になり、隣保館事業を十分に体得す

るまでに異動になってしまうこと。前例踏襲に陥り地域課題に対して新たな対

 



応ができていないのではないかといった状況。また、館事業の評価について「行

政効率」の視点だけで行われており、設置目的そのものが曖昧化してきている

のではないかという危惧等々であります。 
 

そのような中で、旧厚生省社会・援護局から出された「社会的な援護を要す

る人々に対する社会福祉のあり方に関する検討会」報告書（2000 年 12 月）の

中で、新たな公の創造の提起がなされています。 

 
「*新たな公」とは、 

今日的な「つながり」の再構築を図り、全ての人々を孤立や孤独、排除や摩擦か

ら援護し、健康で文化的な生活の実現につなげるよう、社会の構成員として包み支

えあう（ソーシャル・インクルージョン）ための社会福祉を模索する必要がある。

このため公的制度の柔軟な対応を図り、地域社会での自発的支援の再構築が必要で

ある。特に、地方公共団体にあっては、平成 15 年 4 月に施行となる社会福祉に基づ

く地域福祉計画の策定、運用に向けて、住民の幅広い参画を得て「支え合う社会」

の実現を図ることが求められる。 
さらに社会福祉協議会、自治会、ＮＰＯ、生協・農協、ボランティアなど地域社

会における様々な制度、機関・団体の連携・つながりづくりを築くことによって、

新たな「公」を創造していくことが望まれよう。 
（出展）平成 12 年 12 月 8 日厚生省社会・援護局「社会的な援護を要する人々に対する社会福祉

のあり方に関する検討会」報告書より抜粋 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
以上のような視点から、これからの隣保館事業については、関係諸団体が進

めることができるような工夫や、隣保館とつながりを持った事業展開をしてい

くこと、特に隣保館がコーディネーターとしてその役割を果たすことが望まれ

ていると言えます。 
 隣保館の現場からは、職員や事業予算が削減されてきている下では、上記の

諸取組はとても不可能・困難であるという声が聞こえて来そうであることも、

想像に難くありません。 
しかしながら、「新たな公」の創造に向けて、例えば地域福祉計画について

積極的な参画をしていくことや、まだ取組がなされていない所では、積極的な

働きかけと共に、隣保館を核にしたコミュニティーレベルでの検討が必要とさ

れている時期となっていることを理解していただきたいのです。 
そのためにも、地域社会における課題の発見や、そのための新しいつながり

づくりをするための研修事業については、全隣協はもとより、関係府県隣協に

おいても早急に行なうことが必要とされているのです。 
  

② 指定管理者制度について 
地方自治法の改正に伴う公の施設への指定管理者制度の導入が、隣保館にも

具体的に検討される状況となってきています。現状では、国の｢補助要綱｣で公

設置公営を前提とした運営が補助対象となっているため、補助金を受けないで

指定管理者制度に移行した自治体は、ごく一部に限定されています。しかし、

この「補助要綱」の状況が変わるようなことがあるとすれば、多くの自治体が

指定管理者制度を含む民間委託に移行することは、想像に難くありません。 
そのような局面を迎えた時、同和問題の解決や人権課題を抱える人達に向け

 



た行政の責務について、どのように担っていくのかを明確にした「受け皿」づ

くりが求められることになってきます。 
そのため、隣保館においても、地域の運営委員会や地元の「福祉と人権のま

ちづくり」を進める関係団体とともに、現時点からそのような「受け皿」にふ

さわしい組織の育成や組織づくりについて、協働関係の中で働きかけていくこ

とが必要とされているのです。 
このことについては、別冊『指定管理者制度と隣保館』（2007 年 5 月発行予

定）を参照ください。                      資料⑥ 

 

５．諮問事項２ －ナショナルセンターとしての全隣協の役割－

  それでは、これからの隣保館事業を活性化するために、全隣協活動を具体的に

どのように展開することが必要なのかについて、本検討委員会で出された意見を

踏まえて報告とします。 
 

（１） 情報ネットワークを通じた館運営の交流や悩みへの対応 

 
① 多様な活動の現状を踏まえたネットワーク活動の強化 

隣保館では、厚生労働省の「隣保館設置運営要綱」に基づき、基本事業を核

に特別事業を取り入れて事業を行っています。また｢広域隣保事業｣を行ってい

る教育集会所や児童館等は、１００ヶ所ほど在るとみられています。 
同和対策で設置運営されてきた施設（教育集会所や児童館、老人憩いの家、

その他福祉関連施設等々）が、引き続き人権・同和問題の解決に向けた諸取組

を継続出来るように、全隣協は情報ネットワークを組織化し情報提供していく

ことが求められています。 
また、同和問題に直接関連していなくても、北海道におけるウタリ（アイヌ）

対策において隣保事業として設置されてきた生活館や、人権のまちづくりを進

める各地域の取組と隣保館の取組とをつなぎ、隣保館が標榜する｢福祉と人権

のまちづくり｣のネットワーク化を図ることが、今日的課題になっているとい

うことです。 
 

現状では、隣保館事業の情報発信が、組織内だけに留まっているとの指摘が

ある一方で、組織内においても、「個々の運営上の悩みを解決するために参考

となる情報をもっと積極的に提供して欲しい」との希望も寄せられています。

これまでも、各種研修会や「情報誌」による館活動の紹介なども行なわれてき

ていますが、それだけでは十分でないことがこれらの提起につながってきてい

ると考えられます。 
例えば、隣保館事業の歴史や、今どのような取組が行なわれているのか（規

模別・課題別等）、今どのような課題を持っているのか等々、ホームページで

の紹介と関係連携機関とのリンク等により、広く隣保館事業を情報提供する条

件整備が必要であります。それとともに、メール機能による相談と意見の相互

交換などを通じて、要望や期待に一層対応できるような関係機関とのネットワ

 



ークのあり方や、全隣協やブロックの役員・事務局活動の役割分担の再調整が

求められます。 
また、ホームページの更新においては、出来るだけ新しい内容の情報提供へ

の対応を進めるとともに、「隣保館事業についてのＱ＆Ａ」などの形で、組織

外からの質問や問題提起を受けることも可能な整備が求められるため、検討が

必要であります。         （別紙１ 全隣協ホームページの拡充） 
 

② 人権啓発センターとの情報交換や活動交流の一層の推進 
今日の人権教育・啓発の課題は、人権教育並びに人権啓発の推進に関する法

律の「基本計画」の中に示されておりますが、隣保館の設置されてきた経過に

基づき、同和問題をはじめとした地域の人権課題を積極的に問題提起して、人

権問題の具体的な解決を訴えていくために、(財)人権教育啓発推進センターや

府県段階における人権センターとの事業を通じた連携が、上記①とも関わって

重要となっています。 
各府県や各地域単位の人権センターや、「福祉と人権のまちづくり」の諸団

体との情報のリンク化について、年次計画を持ってすすめる必要があります。 
 

（２） 研修事業の再編・強化 －研修組織運営の見直しの必要性－  

 
① 協働の研修会への移行を検討する 

全隣協では、各種研修会の実施やホームページの開設をおこなっていますが、

組織内だけでなく、隣保館事業を通じて蓄積してきた成果を、対外的にも発

信・研修等を行なうことによって、これからの「福祉で人権のまちづくり」を

進めようとする団体・機関との連携を図ることが求められています。 
それらの活動をおこなっていくためにも、隣保館職員の一層の意識向上・自

己研鑽が求められると共に、地域のキーパーソン（問題提起できる人材育成、

考える隣保館事業を共に担える人材）との連携や研修を、今後より一層すすめ

ることが重要となっています。 
 

     ② 人材育成に重点を置いた研修会の立上げ 
このような活動を通じて、全隣協の活動が、地域の隣保館関係者や関係諸機

関から信頼を受け、必要とされている任務を果たすことにつながると言えます。

そのためには、これまで基本的に組織内に限られていた研修を、開かれた研修

方式に改め、全隣協においても、「人材育成」機関としての機能を高める必要

があります。 
また、隣保館関係者だけでなく、人権のまちづくりを共にすすめる人々との

ネットワークを通じた研修方式を生み出すためには、これまでの研修会システ

ムの検討を行うことが求められます。 
 

③ 研修システムの見直し 
研修システムの見直しについては、実施場所や参加規模・財政などの今後の

見通しを考慮して、研修内容の再構成と、開催地の事務軽減や交通の便を考慮

した対応が必要とされています。 

 



なお、これらについては、全隣協での組織的な検討が必要となってきます。

これまで組織内で行なってきた研修事業を、組織外の関係組織とも共同で開催

できるような形態への移行も視野に入れることから、関係機関や団体への働き

かけも必要となる事柄であります。 
 

④ 研修スタイルの見直し 
また、最近では、全国規模やブロック単位で開催される研修会への参加にお

いて、旅費関係等が制限されてきており、参加の面で言えば、府県単位での研

修の開催が現実的なものとなってきています。今後もその方向は変わることが

ないため、全国やブロック単位の研修との役割の分担が求められます。 
全国規模の研修の調整・再編と、専門的な技能習得に力点を置いた研修に移

行して、その下で府県単位の研修をより幅の広い地域活動との連携の下で開催

するような検討が必要です。 
 
 
 
 
 
 

（３）隣保館事業の広域的な還元－(仮)「隣保館事業士」認定研修の実施 

現在は、大きな時代変革・制度変革の時期にあり、これまでおこなわれてきた

諸事業が廃止されたり新しく生み直されてきている中で、隣保館も漫然と時代の

流れの中で漂うのではなく、これまでの隣保事業を通じて培ってきた力を、これ

からの新しいまちづくりに還元していく新たな出番が到来しています。 
このことは、全隣協としてこれまでも組織内で問題提起してきたところであり

ますが、昨今の諸団体で進められている諸事業を参考に、大胆に(仮)「隣保館事

業士」認定研修等の実施を検討するべき時期であります。 
 

具体的には、次のような参考となる研修があります。 
１つは全国社会福祉協議会が実施する【協働による福祉のまちづくり推進モデ

ル研修】で、２泊３日で合計１６時間の研修をとおして、「地域課題の発見」「ワ

ークショップの進め方」「課題解決に取り組む協働活動の進め方」などを講義や

演習、事例研究、グループ討議などで構成されています。そして、上記研修を受

けたメンバーによって、委託モデル事業を地域で実施（半年程度）して、取組を

広げるようにしています。                    資料⑦ 
 

２つめは、大阪府が実施している【大阪府コミュニティソーシャルワーカー（Ｃ

ＳＷ）養成研修】では、地域福祉活動の推進役としてのノウハウを学ぶために、

社会福祉主事認定講習会を受けた人や、現有資格者（介護支援専門員、社会福祉

士、保健師など）、若しくはソーシャルワーク業務５年以上の経験者を対象に、

９９時間の必修講習（現有資格の違いでさらに必要な講習があります）でＣＳＷ

の技能習得をめざしています。この研修受講者を核に、市町村単位でのＣＳＷの

配置が進められており、隣保館にも配置されている館もあります。  資料⑧ 

ブロック単位での研修会や学習会については、現在の５ブロック制から、

東西２ヶ所の開催で（２回程度－場所や時期を考慮して）行なうような方法

も検討をしてはどうかと考えます。（このことは、研修実行委員会の組織編

成にも影響してきます） 

 



３つめは、 (財)児童健全育成推進財団による認定資格研修会で、「児童厚生二

級指導員」「児童厚生一級指導員」「(放課後)児童健全育成指導員」などの資格認

定研修会が、全国４会場（東西地域で設定）で開催（各 100 名程度、３泊４日）

されています。                         資料⑨ 
 

その他に、人権文化の推進や地域福祉に寄与する人材育成を共にすすめるため

の取組として次の取組等があります。 
＊ 「人権文化を育てる会」のシンポジウム等の研修会 
＊ ソーシャルインクルージョン推進会議 
＊ ＣＳＲ(企業の社会的貢献事業)などの活動 

 
以上のような諸取組との連携を通じて、全隣協が地域の人権課題を踏まえた

「人権ソーシャルワーカー」の育成をおこなう認定制度としての研修の実施に向

けて年次計画の作成、関係団体の協力体制づくりを進めることも考えられます。 
そしてその成果は、例えば隣保館が現行の公設置公営から新しい「公」による

運営への移行において、指定管理者制度の導入がおこなわれる場合、館の事業推

進に求められる能力を持った職員配置をするため、この「（仮）隣保館事業士」

の認定研修を受講した職員を配置するような位置づけを確認するように働きか

けていくことで、「（仮）隣保館事業士」の配置が一定程度可能になると考えます。 
また、そのような人達が中心となって、地域福祉の取組についてボランティア

やＮＰＯ組織などで自主的に進めてもらうと共に、自治体によっては指定管理者

の「受け皿」、組織づくりにつながるような地域での取組も期待されます。 
 

（４） 全隣協の法人化についての検討 

以上のような活動を一層進めやすくするために、全隣協が法人格を取得するこ

とや、具体的に組織内外の事業展開を進める上で、考慮すべき組織検討について

述べます。 
 

① 前史

全隣協では、1996（平成８）年通常総会で法人化について検討を加えること

として、1999（平成 11）年３月に当時の中尾顧問(現全隣協会長)より、「全国

隣保館連絡協議会の法人化について(報告)」(1999 年３月３日、以後【報告書】

とする)を受け、当時としては「全隣協の公益法人(社団)化は見送りが妥当」

との結論となりました。 

その理由については、結論部分にその根拠として５点に整理されていますが、

詳しくは【報告書】を参照ください。               資料⑩ 

 
② 再検討の理由・背景 

このような結論を得て７年が経過した今日、再度「法人化をふくめた今後の

全隣協の組織について」を検討することとなった理由には、次のような隣保館

を取り巻く諸状況の大きな変化が背景にあります。 
 
 

 



ア）地方自治体における人権・同和行政の基盤的変化 

1997（平成９）年隣保館運営が一般施策に移行し、「隣保館設置運営要

綱」が改訂され、それを基本に館運営をおこなうことは、現行の全隣協の

組織運営でも大きな変化がないと当時判断したものであります。 

しかし、2002(平成 14)年３月末を以て、「地域改善対策にかかる財政上

の特別措置に関する法律」の期限切れを受け、地方自治体の同和行政への

対応にバラツキが惹起してきていることに加え、市町村合併にともなう隣

保館事業の見直しや、新たに公の施設に指定管理者制度が導入されてきた

ことなど、今後の隣保館運営や府県隣協、全隣協運営にとっても看過でき

ない状況となってきたこと。 

 

イ）隣保館事業の新たな役割 

2000(平成 12)年 12 月に｢社会的援護を要する人々に対する社会福祉の

あり方に関する検討会」報告書が出され、福祉の取組を通じて地域のつな

がりを創り出すという今後のあらたな地域福祉の方向が提示され、その具

体化が求められる状況となりました。 

これまで隣保館が地域で行なってきた｢福祉と人権のまちづくり｣活動

などの取組は、まさにその先行した事例であり、今後の地域福祉の実践に

向けて、全隣協として隣保館事業の成果を広く社会的に還元する役割が求

められていること。 

 
ウ）全隣協活動の拡大に向けた他機関・組織等との連携 

これまでの組織内での研修や、情報誌発行やコンテストの実施などの全

隣協活動を対外的に広報する取組をおこなってきました。 
さらに、関係する諸機関や諸団体（福祉関係や人権啓発関係機関、まち

づくり組織＜ＮＰＯ等＞など）との連携の下で、全隣協の組織内外の取組

として事業展開をすすめることの必要性が高まってきていること。 
 

エ）社会・政治状況の変化 
「特別法」時代の下で築かれたこれまでの全隣協活動やそのスタイルを

そのまま踏襲して事業展開をしているのでは、上記のような急速な社会状

況の変化と、そして今日新たに隣保館事業や全隣協に求められる取組に対

して、十分に対応できなくなることが想定されること。 
更に憲法の規定する基本的人権擁護の具体化として、人権政策の確立が

政治課題となってきている状況において、隣保館関係者が地域における人

権センターとしてのモデル事例としての役割を一層期待されるものとな

ってきていること。 
これらは、「特別法」のない時代に隣保館関係の諸先輩が、昼夜を厭わ

ず努力する中で全隣協を結成してきたのと同様に、今日の状況下であらた

な方策を積極的に模索する必要性が生まれてきているのです。 
 

上記のことから、これまでの行政施設の協議会組織としての団体性格を踏ま

えながらも、全隣協事業と対外的活動の可能性について、法人化の是非と関わ

ってどのように模索していくのかが、1999(平成 11)年の判断時期とは大きく異

 



なってきている状況にあると判断したわけです。 

 

③ 法人化検討の内容と条件づくり (【報告書】で検討項目となった事項) 
現状の全隣協の団体性格については、「法人格なき団体」として、「(公益)法

人化する途があり、法人格取得の要件を備えているのに、何らかの理由で法人

化していない」団体とみなされます。 

また、公益法人の設立要件については、①公益性、②非営利性、③社団また

は財団、④主務官庁の許可が必要です。 

    上記の法人検討は、これまでの民法 34 条法人を想定して行われたものであ

りますが、現在、公益法人制度改革が行われており、関連法も国会を通過し、

2008(平成 20)年度中に新法が施行されることとなっています。 

 
ア）目的・事業の公益性 

目的や事業項目については問題がないが、｢事業の幅と対象｣が課題である

と指摘 ⇒ より幅の広い公益性と広域化が求められる。 
＊ この点については、隣保館関係の事業や研修のみでなく、「再検討の理

由・背景」のウ）で触れた、これまでの隣保館事業を新しく社会的に要請

される地域福祉事業や人権啓発事業へ還元することや、地域ネットワーク

づくり（まちづくり）などの成果をより広く推進する役割を担うことを組

織的に確認すること。そして、関係団体【(社)全国社会福祉協議会、(財)
人権教育啓発推進センター、(社)部落解放・人権研究所等】との積極的連

携を視野に入れることで、さらに公益性を担うことができるようになり、

新しい全隣協として踏み出すことができるのではないかと考えられるこ

と。 
この点については、粗雑との批判を招くかもしれませんが、全隣協組織

の現状から考えて、まず公益性のある事業展開を進めていくことによって、

その中で必要とされる法人化の体制づくりが後から付いてくる（事業とと

もに並行して調整していく）と考える方が、自然体ではないかと考えるか

らです。 
 

イ）名称・組織・会員 
全国隣保館連絡協議会は、歴史と伝統のある隣保事業を推進する全国組織

として活動を行ってきましたが、隣保館だけでなく福祉と人権のまちづくり

等をすすめる組織や個人・研究者との新しいつながりを構築していくために

は、全隣協の名称・組織は残すとしても、多くの人々がより親しみやすい愛

称やロゴマーク等を考えていくことも今後想定されます。 
また、組織・会員についても【報告書】で指摘されていた項目を再度整理

して、会員の権利義務を明確にし、入退会・会費・運営・組織等の組織規定

も必要であると考えます。定款という形での規約が求められるため、その体

制づくりが確認された場合は、早期の策定が必要となります。 
 

ウ）財政規模 
財政基盤・会計処理そして役員体制については、この間では大きな変化は

していないため、【報告書】でも基本的に現行制度での移行が想定されてい

 



ます。 
ただ、今日の地方自治体の厳しい財政状況のもとで、現行の会費（府県隣

協分担金）については、近々に検討を要する事態が想定されるため、広く意

見を聴取して財政規模を確認する必要があります。 
 
④ 法人化に向けた課題 

【報告書】が全隣協法人化に向け、｢具体的・現実的な問題｣として提起した

課題は、以下の７点でした。 
 

１）不特定多数を対象とした事業が、継続的にできるのか 
２）会費（分担金）以外の補助金等が、期待できるのか 
３）収益的事業が、どの程度予測できるのか 
４）法人化によって、実質的な組織（役員・事務局体制をはじめ）の強化

ができるのか 
５）主務官庁の指導・監督への対応（事務処理・会計処理） 
６）税の優遇措置は効果的かどうか 
７）国・府県・市町村が、全隣協活動をどこまで求めているのか 

 
このような想定をしたのは、現行の隣保館運営が基本的には継承・継続さ

れることを前提としており、現行以上の活動を全隣協が行なうために組織体

制を法人化することによって隣保館運営を整備し、安定した組織運営を行な

うことができるようになることを考慮しての課題設定であります。 
しかし今日、隣保館の運営補助金の一般財源化への移行が、論議だけでな

く具体的に俎上に載ってきていることや、補助金が一般財源化された場合に、

急速に指定管理者制度による館運営への移行が現実化することも予想され

る中で、人権・同和問題の解決に資する施設としての隣保館や類似の関係施

設（教育集会所・児童館・老人憩いの家・生活館等）や、福祉と人権のまち

づくりをすすめる諸団体とのネットワークを図り、その受け皿としての新た

な全隣協組織について、全隣協が軸となってネットワークを整備することが

求められていると考えます。 
従ってその組織は、当然に隣保館だけで構成されている現行の全隣協活動

だけではカバーしきれない活動を担うことが求められるようになります。一

方、そのような組織づくりができなければ、現行の隣保館の連絡協議会であ

る全隣協も、その組織活動には自ずと限界が出てくることは早晩間違いはな

いといえます。 
 

また、その組織が担う具体的な事業としては、 
①ネットワークによる情報交換、情報発信 
②自立支援、地域福祉、人権啓発を柱としたまちづくり事業 
③人材育成のための研修会・講座事業 
④講師派遣事業 
⑤(仮)隣保事業士養成事業 

などの取組が想定されます。 
 

 



    これらの事業を担うのは、現行の全隣協だけでは当然限界があり、運営に

おいてもさまざまな制約を持っています。それでは、直ぐにそのための法人

格を持った組織で運営することとなるかと云えば、その論議はこれから進め

ることになります。 
上記の事業を実施する組織は、全隣協をはじめとする関係諸団体の連絡組

織において実施することも可能であるし、その中で活動を充実強化させてい

くことも当面は必要であると考えられます。 
 

このように、全隣協法人化の是非は、全隣協が直ぐに法人組織に移行措置

を採るというものではなく、最終的には新組織に移行する可能性を想定して、

上記事業の運営組織（基本的には全隣協が担い、関係諸機関との共同運営方

式が想定される）との数年間の共存状態の下で、現在の全隣協の組織運営を

大幅に見直す論議を組織内で先行することが必要ではないかと考えます。 
前述の公益法人制度改革の下では、法人設立について大幅な簡素化が図ら

れ、一般的な非営利法人と公益認定法人とに分類されています。そして公益

認定法人となるには、「公益的事業（不特定かつ多数の者の利益の増進に寄

与することを目的とする事業）を行う法人を、行政庁（内閣総理大臣又は都

道府県知事）が認定することと規定されており、公益的事業の内容の基本は、

現行諸法律の目的を踏まえて定め、その具体的措置等は検討中とされていま

す。詳しくは、内閣官房行政改革推進事務局のホームページで「公益法人制

度改革」を参照ください。 
 

また今日は、人権侵害救済に向けた法制定が進められる時期でもあり、併

せて人権政策について、地方分権の中で国と地方自治体がどのように連携と

役割分担を担うことになるのかを検討する時期でもあります。 
隣保館は、自治体が設置した公の施設ですが、指定管理者制度などの導入

も想定される中、それをどのように管理運営するかについては「新たな公」

での地域における「人権＝福祉（まちづくり）の拠点施設」としての方向性

を考慮した運営が「展望」されてくることになります。そして、そのナショ

ナルセンターである全隣協についても、その状況に見合った組織整備の必要

性が生起してくると想定されるのです。 
 

おわりに 
今回の「あしたの隣保館検討委員会」は、全国人権同和行政促進協議会や人権政策

の確立を求める連絡会議（人権会議）の構成団体、そして学識者、更にオブザーバー

として厚生労働省と(財)人権教育啓発推進センターの参加を得て、全隣協各ブロック

から５名の委員の参画の下に、今後の隣保館の方向性を論議し、一定の共通理解を深

めることができたと考えています。 
上記の関係組織に対しては、今後の隣保館事業に対して引き続き温かい理解と支援

をお願いすると共に、館活動の活性化に向けた具体的な一歩を希望しています。 
最後に、全隣協段階での「あしたの隣保館」の検討と共に、隣保館設置主体である

市町村やその支援にあたる府県の組織体制の中にこそ、あしたの隣保館の役割・機能

の明確な位置づけが重要であります。 
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資料① あしたの隣保館検討委員会設置要綱 
 

「あしたの隣保館検討委員会」設置要綱 

１． 趣  旨 

１９７１年（昭和４６）２月に全隣協が結成され、本年で３６年目を迎える。この間、同和

問題の完全解決をはじめ、「福祉と人権のまちづくり」に向けた全隣協の取組は、内外ともに

一定の評価を得るとともに、今後さらなる飛躍が期待されているところである。 

一方、「特別法」失効に相前後して、市町村合併や三位一体の改革の推進、公的施設の指定

管理者制度の導入をはじめ行政改革の急激な流れは、今後の隣保館活動や全隣協組織そのもの

を左右しかねない状況に至っている。 

この難局を乗り越え展望を見出すには、特別対策時代を前提とした隣保館活動や全隣協の組

織運営から、現状を直視し将来を展望した視点で、今後のあり方を検討していくことが緊急の

課題である。 

以上の認識に立ち、会長の私的諮問機関として、全隣協関係者をはじめ、隣保館行政に深く

関わりのある各界から検討委員を招聘し、「あしたの隣保館検討委員会」を設置する。 

 

２． 検討の内容 

 【主要検討課題】  

① 隣保館活動の活性化に向けた諸方策 

② 隣保館活動のナショナルセンターとしての全隣協の役割（法人化の是非） 

 【関連検討課題】  

・財政基盤安定の諸方策  

・全隣協主催、厚労省・関係府県後援の研修システムの再構築 

・指定管理者制度の具体的方策など 

 

３．構  成  

（１） 全国人権同和行政促進協議会又は隣保館所管府県  １名 

（２） 人権政策の確立を求める連絡会議   ２名 

（３） 学識者    １名 

（４） 全隣協    ６名（各ブロック代表５名・顧問） 

（５） 厚生労働省（オブザーバー） １名  ・  ゲストスピーカー（個別に出席を要請）

 

４． 運  営 

（１） 会議は全隣協会長が招集する。 

（２） 座長は全隣協顧問が務める。 

（３） 事務は全隣協事務局が行う。 

 

５． 設置期間と開催予定回数 

   ２００６年７月～２００６年１１月の期間に概ね５回 

 



「あしたの隣保館検討委員会」委員 

 

 所 属 役職等 名 前 

関係行政 
奈良県生活環境部人権施策課 

（全国人権同和行政促進協議会） 
課長 中川 利雄 

人権文化を育てる会 事務局長 水口 好久 

関係団体 

部落解放同盟中央本部 
中央生活 

対策委員 
大北 規句雄

学 識 者 帝塚山大学大学院法政策研究科 教授 中川 幾郎 

長野県木島平村人権推進室 東日本Ｂ 土屋 伸二郎

財団法人 滋賀県人権センター 近畿Ｂ 丸本 千悟 

広島県福山市人権推進課 中国Ｂ 川﨑 正明 

高知県高知市海老川市民会館 四国Ｂ 田中 静壹 

全 隣 協 

Ｂ 代 表 

福岡県福岡市堅粕人権のまちづくり館 九州Ｂ 原口 孝博 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 厚生労働省社会・援護局地域福祉課 課長補佐 島村 力夫 

ｹﾞｽﾄｽﾋﾟｰｶｰ 財団法人 人権教育啓発推進センター 業務課長 佐藤 誠 

座 長 全国隣保館連絡協議会 顧問 楠木 克弘 

 
敬称略 

 
資料② 「隣保館運営事業実態調査報告書」（2004 年３月 厚生労働省）参照 
    「全国隣保館実態調査報告書並びに提言」（2005 年７月 全隣協）参照 
    「市町村合併等ｱﾝｹｰﾄ調査報告書」（2006 年９月 全隣協）参照 
資料③ 第 36 回全隣協通常総会（2006 年度事業計画）資料より抜粋 

（１）地域の実態と課題の把握 

２００２(平成１４)年３月末の「地対財特法」失効から４年が経過しました。５

年間(１９９７～２００１年度)の「最終法」延長を提言した地域改善対策協議会は、

「特別対策の終了、すなわち一般対策への移行が、同和問題の早期解決を目指す取

組みの放棄を意味するものではない。一般対策移行後は、従来にも増して、行政が

基本的人権の尊重という目標をしっかりと見据え、一部に立ち遅れのあることも視

野に入れながら、地域の状況や事業の必要性の的確な把握に努め、真摯に施策を実

 



施していく主体的な姿勢が求められる。」と意見具申をしています。また、｢同和問

題は過去の問題でない。この問題の解決に向けた今後の取組みを人権にかかわるあ

らゆる問題の解決につなげていくという、広がりをもった現実の課題である。｣と位

置づけています。 

しかし、この「意見具申」が指摘した人権・同和行政の方向付けにもかかわらず、

地方自治体の財政状況の悪化、市町村合併、三位一体の改革などを理由に、取組み

が大きく後退しかねない状況が生まれつつあります。隣保館においては、職員の減

員、事業予算の縮小がおこなわれようとしており、一部では休館・廃館、整理統合

がおこなわれてきています。 

① 隣保館の実態把握 

このような中で、国における総合的な地域の実態把握は１９９３(平成５)年

の全国同和地区実態調査以来おこなわれず、２００４(平成１６)年に厚生労働

省が実施した「隣保館運営事業実態調査」が唯一のものであり、あとは自治体

がおこなう個別の実態調査が、地域の実情を把握する資料となっています。 

一方、全隣協がおこなった「２００４年度全国隣保館実態把握アンケート調

査」の結果を見ると、館事業の周辺地域や当該自治体全体と対象とした事業展

開など面的な広がりは進んでいるものの、地域に密着した継続的相談援助事業

や地域福祉活動の取組み、まちづくりの活動の推進などで取り組みを進めてい

かねばらならない課題が多く見られます。このため、隣保館事業全体を通じて

さまざまな地域実態とニーズの把握に努めるとともに、館（職員）と地元（住

民）の一層の連携に基づく実態把握が必要となっています。 

② 地域の実態 

景気は良くなってきたといわれながらも、地方経済は回復の状況が見られず

格差はますます広がり、地域では失業者や不安定就労者の増大など、中高年及

び若年齢層の生活自立にさまざまな課題を残しています。生活保護世帯の状況

も、高齢者を中心に長期の受給状態は変わらないままで、増加傾向が一部にみ

られます。 

また、都市部においては、地域コミュニティ再生の新たな課題も生まれてい

ます。一方、農山村部では、青年層が職場や生活の場を求めて外へ出て行く傾

向が依然として続いており、人口減少にともない地域活力の減退傾向がますま

す顕著になってきています。 

さらに昨年、社会問題としてクローズアップされたアスベスト問題は、３０

年以前の地域の就労実態を考えると、潜在的な被害者が数多く存在する可能性

は高く、現に、相談事業の中でケース対応をおこなったとの実践報告もありま

す。本年２月３日には、「アスベスト救済法」が成立し、労災の対象にならな

い被害者の救済が可能になりましたが、この施策が「地域を素通りする」こと

のないよう、きめ細かい対応が求められます。 

③ さまざまな人権課題 

差別落書きや差別ハガキ、インターネット上の差別書き込みといった差別事

象の発生は後を絶たない現状です。しかも、昨年、行政書士による戸籍謄本等

の不正取得が広範囲でおこなわれていたことが明らかになり、その後、興信所

での新たな「部落地名総鑑」の存在も判明するなど、これまで長年にわたり取

 



り組まれてきた差別撤廃・人権擁護の取組みに逆流する悪質な差別事件も起こ

っています。 

同時に、高齢者や子ども、女性、障害者、外国人、ハンセン病回復者などに

対するさまざまな人権侵害が社会問題となっています。これらは生活の場であ

る地域社会で起きており、「福祉と人権のまちづくり」を目指すコミュニティ

センターである隣保館の一層の役割が求められます。 

 

（２）市町村合併と三位一体の改革、指定管理者制度について 

市町村合併により、２０００(平成１２)年４月１日には３，２９９の自治体が、

２００６(平成１８)年４月１日では１，８２０となりました。合併は窮迫する財政

の建て直しと行政改革推進の下に行政のスリム化を目指しておこなわれますが、新

自治体移行後における組織機構や事業の見直しが一層進みます。同和行政も、同和

対策特別措置法失効を機に一層の縮小・廃止が進められており、隣保館も例外では

ありません。 

① 隣保館の現状 

全隣協がおこなった２００３(平成１５)年度での調査では、合併後の隣保館

の位置づけが、｢現時点ではわからない｣が、１８１館（４３．５％）にのぼっ

ていました。その後、合併による廃止は見られないものの、隣保館の統合や事

業の縮小、人員削減などによる問題は、多くの隣保館の共通する現実となって

います。これは、新しい自治体における隣保館の役割等が充分に確認、浸透さ

れていない結果の反映といえ、引き続き隣保館が目指す「福祉と人権のまちづ

くり」の拠点施設としての役割について、実践を通して訴えていくことが必要

です。 

       ② 隣保館関係補助金 

三位一体の改革は、その理念と地方の期待とは裏腹に、地方交付税の見直し

など により地方自治体の財政基盤がより悪化するという不安が指摘されてい

ます。一方、国庫補助負担金の廃止については、２００６（平成１８）年度を

最終とする第１期改革が終了し、隣保館関係補助金は存続の運びとなりました。

今後引き続き、２００７（平成１９）年度以降の第２期改革について国と地方

の協議が始まります。依然として部落差別が現存する今日において、隣保館は

人権に関わる相談事業や啓発事業等を通じて、その解決に向けた取組みを積極

的に実施していく必要があり、特に、隣保館については、地域により偏在があ

るため、その取組みは全国一律に取り扱うものでなく、必要とされる地域には

より積極的に事業が推進していけるように、政策的に誘導していく必要があり

ます。全隣協は、第２期改革においても隣保館関係補助金が存続されるよう関

係方面に組織をあげて強力な働きかけをおこないます。 

③ 指定管理者制度の導入 

２００３(平成１５)年６月に地方自治法の一部改正に伴い、｢公の施設｣の管

理・運営が従来の管理委託制度に代わり指定管理者制度が導入されました。｢公

の施設｣とは、地方自治法で｢住民の福祉を増進する目的をもって、その利用に

供するための施設｣とされ、保育所、児童館、体育館、図書館、市民会館、福祉

施設、病院などの施設を指し、隣保館も社会福祉施設として、その対象となり

 



ます。現在、厚生労働省は、「国の隣保館設置運営要綱があるもとでは指定管

理者制度になじまない」としていますが、全隣協では指定管理者制度について

の調査研究、学習討議を深めるとともに、人権・同和問題の解決の拠点である

隣保館の設置目的をさらに明確にし、具体的な指針を示すことが急務であると

考えます。 

２００６(平成１８)年年４月から、全国に先駆けて大阪市内の人権文化センタ

ー（１３施設）が、指定管理者制度のもとで管理運営がされることになりまし

た。隣保館の設置目的が損なわれることのないよう、指定管理者募集要綱や指

定団体の選考委員会で、どのような経緯で制度の移行が進んだのかについても

検討し、今後の対応を図ることとします。 
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